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Ⅰ、ＩＣＴ自治体の取り組みについて
　国において策定された「i-Japan戦略2015」で見据えた2015年まで、残すところあと2年となりました。
新技術の発展や、様々なジャンルへの普及により、デジタル技術は「空気」や「水」のように、社会に介在するものへと近づきつつあります。昨年の東日本大震災では、情報ネットワーク網が被災地でも唯一生き残った社会インフラとして、奇しくもその有用性が証明されました。また、社会保障と税の一体改革において、個人及び法人の確認を行うための基盤として「マイナンバー制度」が今国会で成立する見通しです。
今や地方公共団体にとって、地方自治の情報化は、効率・利便・安心なコミュニティ形成における、必須項目として明確に認知されています。
そうした中で、国内のパソコンの三分の一に搭載されている米マイクロソフト社の基本ソフト（ＯＳ）「ウィンドウズＸＰ」のサポート期限が来年４月９日に切れることになります。これ以降にセキュリティが見つかった場合には修正ソフトが提供されず、情報漏れなどの危険性が高まることになります。我がまちにおける「ウィンドウズＸＰ」の対策はどのようになっているのか、注目されるところです。
また、東日本大震災はインターネットやそれを活用したソーシャルメディア（以下「SNS」という。）を日常的に利用している「ネット社会」が広く普及した時代に起こった大規模災害でもありました。その意味で、不幸な災害の中でも様々な形でICTが活躍した。それらは貴重な経験・ノウハウでもあります。同時に、その際ICTを活用可能とした要因や更なる活用のために必要と考えられる追加的課題を整理することは、今後起こるかもしれない災害の発生時にこれまで以上にICTを活用可能とするために極めて重要な意義があると考えます。そして、今後に向けてどのような備えが必要であるかを明確化する必要があります。
さらに、国民一人一人に番号を割り当て、納税や年金の情報を一元化する「マイナンバー制度」が税金の徴収や手続き業務の効率化が期待される一方、情報漏えいや新たな犯罪の発生、個人のプライバシー保護などの問題も懸念されます。またその導入・維持費に巨額の費用が必要とも言われています。これらが地方自治体の既存システムにどのような影響があるのかも考えなければなりません。
以上のことから以下、３点について伺います。
（1）「ウィンドウズＸＰ」サポート期限終了についてどのような対策がなされようとしているのかお伺いいたします
（2）災害時の行政事務の根幹をなす行政システムの事業継続のために、どのような対策がなされているのか伺います。
（3）「マイナンバー制度」により本市の行政システムにどのような影響があるのか、またその導入・維持に要する費用についてはどのように考えられているのか伺います。
【参　考】
Ｐ.136　かさむ費用　嘆く自治体
Ｐ.137　マイナンバー今国会成立見通し
【考えられる展開】
（1）　国内のパソコンで使われている基本ソフト　windowsの歴史
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（2）住民データを守るための対策として、遠隔の自治体などと、住民データの相互バックアップを行うケースが増えています。
　また、業務システムが停止した場合の対策として、災害時に自治体間でシステムを相互利用するための協定を結ぶケースもあります。この協定は、住民データをそのままの形式で利用できるよう、同一ベンダーのシステムを採用している自治体と締結したり、業務の流れが類似している人口規模の近い自治体と締結するのが一般的です。
　さらに、災害時の事業継続を考慮して自治体クラウドを選択する自治体も増えています。庁舎が被災した場合でも、堅ろうなデータセンターに住民データや業務システムがあれば、ネットワークを介して業務を継続できるからです。
　具体的には、遠隔の友好都市と、災害時に相互支援を行う協定を締結し、住民基本台帳、健康保険、税務関係などの住民データの相互バックアップを行っている例があります。両自治体は遠く離れているため、大規模な自然災害発生時でも同時に被災する可能性が低いと考えられます。
　また、東京都杉並区と神奈川県藤沢市は「災害時における相互支援協定」を締結し、災害時に業務システムを相互利用する体制を構築しています。人口がそれぞれ約55万人、約42万人と規模が近いこと、利用している業務システムの構成が類似していることから、協定に至っています。
　しかし、災害に備えて他自治体との連携を計画する際、使用している業務システムが異なるため、連携が難しいというケースもあります。
　北海道では、次世代型電子行政共通基盤を構築し、これを道内の自治体が共有できるよう整備を進めています（北海道自治体クラウド）。この中に、データバックアップ対応の標準化や業務標準化も盛り込まれています。
（3）マイナンバー制度の導入により、社会保障分野では、各種申請時に必要な添付書類を省略できるようになり、住民の負担が軽減する。自治体側も各制度間の情報連携が円滑にでき、二重給付や給付漏れの防止などが見込める。
　厚労省は導入に当たり、▽国民年金▽国民健康保険▽後期高齢者医療制度▽障害者福祉▽児童福祉▽生活保護▽介護保険▽健康管理などのシステムで改修が必要になるとみている。試算はこれらの制度で、新たな機能を追加する費用や移行テスト費用などを見積もり、所要経費を算出した。各自治体の既存システムによって改修費は異なるため、金額は幅を持たせて提示している。
　それによると、国保の改修費は、人口10万人以内の市町村で500万～2000万円程度、10万人超50万人以内で1500万～7000万円程度、50万人超は3000万～1億500万円程度になる見込み。
　障害者福祉と児童福祉、生活保護などの業務に関しては福祉システムとして一括して計算した。
　市町村は、人口10万人以内で500万～4500万円程度、人口10万人超50万人以内で3500万～1億7500万円程度、50万人超で7000万～2億7500万円程度、都道府県は2500万～8000万円程度を見込む。
　この他のシステム改修費を人口10万人超50万人以内の市町村で見ると、国民年金は500万～1500万円程度、後期高齢者医療制度は1000万～2500万円程度、介護保険は1500万～80000万円程度、健康管理は500万～2000万円程度となった。
　厚労省は今後、関係府省と国の財政支援について調整し、関連経費を2014年度から改修作業に着手できるよう関連経費を2014年度予算案に計上する考え。
